





























































































































































































































　　　　　　　　　　　　 　　　 　　　　　　　 　　　Pub．　L．　No．　101－56，　Sec。
　 989，103Stat．149およびComputer　Matching　and　Privacy　Act　A田endments　of
　L．　No．　101－508，　title　VII，　Sec．　7201，　Nov．　5，　1990，　104　Stat．　1388－334　1こよっ
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裁判所の訴訟ファイルとデジタル化
　合衆国裁判所事務局は，1997年3月，r連邦裁判所におけるデジタル化した訴訟ファイルの取り
扱い』28において，デジタル化による正確かつ迅速な訴訟ファイル情報へのアクセスの保障が，裁
判官や裁判所の職員にとってのみならず，一般公衆にとっても，最大の利点であると指摘している．
裁判所におかれている端末からアクセスする場合のみならず，遠隔地からも訴訟に関する情報へ
簡単・直接・安価にアクセスできるというメリットだけでなく，デジタル化によって裁判所は公的
な記録を一体として（改変されることなく）保存することができ，また，開示制限の対象となって
しかるべき情報に関しては裁判所の効果的な管理を通じて機密性を確保する必要があるが，そのよ
うな機能を備えたシステムを採用することで，適切なアクセスを保障できるという．この時点で，
連邦裁判所の裁判官は，事件一覧表や事件の進行情報などその裁判所の事件管理情報と，判例，法
律，論文等の一般的な法律情報を自由に利用することができたが，個別の事件に関する訴訟ファイ
ルは，おそらく訴訟当事者や関係者の段階では，デジタル化した情報として作成されたと思われ
るにもかかわらず，改めて紙に印刷，コピーされ，裁判所に提出されていたので，裁判所に提出す
る情報をデジタル化したままで受理することで，訴訟ファイルの正確さ，情報管理と安全の確保，
訴訟の迅速化，訴訟（と裁判所内部の訴訟管理）費用の削減をもたらすことが期待された．そして，
通常の紙で提出された書類の場合にスキャニングによる情報のデジタル化を用いて，訴訟ファイ
ル全体をデジタル化するという示唆もなされている．裁判所はデジタル化された訴訟ファイル情報
を直接訴訟当事者や政府機関などから受理し，裁判所の管理するコンピュータに保存することで，
裁判官や裁判所職員，訴訟当事者や関係者だけでなく，一搬公衆も，どこにいても裁判所のデータ
ベースにアクセスし，（現在進行中であれ，終結したのであれ）どの訴訟に関してもデジタル化さ
れた情報を取得できるシステムの構築と実用化を目標としていた．もっとも，全ての訴訟ファイル
情報に対する完全なアクセスをあらゆる場合に保障することまでも想定しているわけではなく，一
定の書類は，本来ならば包括的に関連する情報全てを含むハズの電子的な訴訟ファイルに統合され
ない可能性があるという29．裁判官の個人的なメモやロー・クラークのメモランダムなどといった
裁判所内部の書類までもを含む完全な訴訟ファイルと，公的な訴訟ファイルとを区別し，前者には
アクセス制限を設けることも想定している．裁判官やロー・クラーク，その他の裁判所職員には，
直ちに．（どのような時間であっても間髪をおかず），同時に（複数の利用者に対して），コスト負
担なしに，遠隔地からも（ネットワークを利用するか，電話ダイアル・アップかを問わず）アクセ
スを認めるとしても，訴訟当事者とその代理人や弁護人，そして一般公衆に対しては，紙を媒体ど
2e@　　　　　Administrative　Office　of　the　United　States　Courts，
Federal　Courts，　supra　note　3．
29@　　　　　1d．　at　18．
Electronic　Case　Files　in　the
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する訴訟ファイルへのアクセスと同じ状況，条件が保障されるべきであるという3°．裁判所の命令
により公開の禁止された情報や裁判所内部の個人的なファイルや閲覧対象を限定した情報など，従
来から開示制限が設けられているファイルの機密性を保持するためだけでなく，データの破壊や盗
難防止やファイルに含まれるべきではない書類の削除，そして，コンピュータ・システムにかかわ
る問題に対処するため，さまざまな安全対策をとることが奨励されているが，コンピュータ化され
たデータが（検索の容易な形で）集積されると，紙を媒体とするときとは異なる意味をもつように
なることについての認識31は示されていない．機密情報に対しては送受信に際しての暗号技術の利
用が推奨されているにとどまる32．
　1997年3月のペーパーで取り上げなかったプライヴァシイの問題について，合衆国裁判所事務局
は，1999年12月，rプライヴァシイと連邦裁判所におけるデジタル化した訴訟ファイルへのアクセ
ス』というスタッフ・ペーパーを配布した33．このペーパーは，これまで裁判所の命令によって禁
止されていないかぎり，一般公衆の閲覧とコピーが当然のこととして認められてきた訴訟ファイル
の中には個人情報，慎重に取り扱うべき情報があり，デジタル化された環境においては，無制限の
アクセス，開示，配布の対象とすべきではないという指摘を検討し，プライヴァシイとアクセスに
関する方針の見直しを提言している3435．従前は，慎重に取り扱うべき情報36が含まれる訴訟フ
30　　　　　1d．　at　22．
31@　地理的な制約だけでなく，時間的な制約も消滅することは認識されている．Id．　at　32．
32　　　　　夏d．　at　42－43．
ee　　　　　Administrative　Office　of　the　United　States　Courts，　Privacy　and　Access　to
Electronic　Case　Files　in　the　Federal　Courts　（December　l5，　1999）．
＜httP：／／www．　uscourts。90v／privaCyn．　htm＞
34@　提言（1）　自発的であれ，強制的であれ，当事者が関連する事実を全て明らかにしなけ
れば，裁判所は適切な判断をすることができないと考えるならば，裁判記録，訴訟ファイルに含ま
れる情報に対して，他の統治機構に対するのと同じプライヴァシイの遵守を期待することはできな
いかもしれない．そこで，破産手続を利用するためには，詳細な財務情報を提供しなければならず，
人身事故に関する不法行為訴訟の立証のためには詳細な医療情報が不可欠であるとすれば，司法
制度の利用は個人的なプライヴァシイの放棄を伴うので，公的な記録の公開性は電子媒体であって
も，紙媒体と同じように保瞳され，慎重に取り扱われるべき情報であるという当事者や第3者の申
し立てに基づいて，裁判所が個別に情報の公開の是非にっいて判断することになる．提言（2）
情報の媒体が紙であるか，電子であるかによって，アクセスの難易度が異なることから，訴訟ファ
イルにはプライヴァシイを期待できないとしても，紙媒体の場合は実際には利用しにくいので情報
は埋もれたままになるという期待は存在した．電子媒体においても，実質的に情報を埋もれたまま
にするようなアクセス制限，っまり，遠距離からの電子的なアクセスを制限するという方法もあり
得る．この場合も，裁判官や裁判所の職員には無制限のアクセスが保障され，重要な訴訟関係者，
たとえば，司法省の検事などにも無制限のアクセスが保障されるが，当事者とその代理人・弁護人
には自らの訴訟に関連する訴訟ファイルにだけ無制限のアクセスが保障され．一般公衆のアクセス
はプリーディングや準備書面などの書類と裁判所の命令や決定，判決に限定される．もっとも，裁
判所まで行けば，紙による訴訟ファイル全てへのアクセスが誰にでも保障されているだけでなく，
電子媒体による完全な訴訟ファイルへのアクセスも保障されている．裁判所において入手可能な情
報として想定されるのは，医療・治療記録，納税記録，雇用記録，第3者に関わる記録，財務情報
などである．これら，従来はプライヴァシイ侵害となると認識とされていなかった，裁判所で入手
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アイルへのアクセスは，裁判所に行かなければ実現できず，実質的に容易ではなかったので情報の
濫用がもたらす危害が抑制されていたが，インターネットを通じて訴訟ファイルが簡単かつ即時
に，誰にでもアクセス可能になったことで，裁判所の命令により情報開示が禁止・制限されていな
いかぎり，慎重に取り扱うべき情報であっても，自由にダウンロードし，プリント・アウトし，さ
らに保存することができることになった．ペーパーが指摘するように，デジタル化によって情報が
意図されていたよりも広く公開されるという事態は裁判所に限られているわけではなく，一般論と
して，政府の機能を効果的に監視するためには政府が所有する情報を一般公衆が利用できるように
する義務が政府にあるが，これは，政府が保有する慎重に取り扱うべき個人の情報を無差別な開示
から保護するという政府の義務と抵触するという現実がある．そして，裁判所には情報公開法やプ
ライヴァシイ法が適用されないこともあって，一層慎重な検討が必要とされるということになる．
財務省は司法省や管理予算局と共に，2001年1月21日，　r財務上のプライヴァシイと破産研究』
報告書を公表した37．破産とは，債権者に対する義務を果たせない個人や組織の債務を裁定する
手続であり，たとえば消費者債務の場合には，資産と負債，現在の収入と支出だけでなく，非常に
詳細な財務に関する情報を裁判所に提供するよう求められている38．破産事件において裁判所に提
した情報は，その後，どのような利用が可能かにっいて制限はできにくいと思われる．提言（3）
訴訟ファイルから得られる情報がその媒体によって異なるという取り扱いをするよりは，媒体が
何であれ，公的な，すなわち，公開が認められる，公開が必要とされる情報，書類であるかどうか
の評価を実施し，プライヴァシイという利益を保護できるように「公的な訴訟ファイル」を規定す
る．公的と規定された訴訟ファイルに対するアクセスは電子的であっても制限を受けないのでイン
ターネットを通じても可能である．開示制限や禁止の対象となる情報のカテゴリーが明確であれば，
裁判所の判断を仰ぐことなく，個別の申立て手続に依存することなく，プライヴァシイを保護でき
るが，その分だけ，裁判所の行動は不透明となる．
35@　1999年12月時点で，連邦の裁判所はインターネットを利用した事件管理とデジタル化した
訴訟ファイルを一体化したCase　Management／Electronic　case　Files（CM／ECF）システムを採用す
ると決定し，9の裁判所が実験的にシステムを利用し始めており，本格的な利用開始時期を2000年
半ばと予定していた．
36@　　医療記録，雇用記録，財務記録，社会保瞳番号，その他個人が公表を望まない多くの情報
が考えられる．
37@　　　The　DePartment　of　Treasury，　the　DePartment　of　Justice　and　the　Office　of
Management　and　Budget，　Study　of　Financial　Privacy　and　Bankruptcy，　January　2001
3s@　上記報告書Appendix　IIによれば，破産の申立てにおいて，債務者の氏名，過去6年間
に債務者が用いた氏名，債務者の住所，社会保障番号／納税番号，弁護士または法律事務所の名称
と住所，過去6年間に申立てた破産申請，債務者の種類，債務の性質，申立て手続の種類，債権者
数の推定，資産と負債の推定，物的財産（不動産）の所在地と描写，物的財産に関する債務者の権
利の性質とその市場価値，配偶者がいる場合の物的財産に対する権利関係，担保付き債権の額，人
的財産（動産）の種類と描写，配偶者がいる場合の人的財産に対する権利関係，人的財産に関する
債務者の権利の性質とその市場価値，債権者の氏名と住所，担保の性質，債務額，無担保優先債権
の存否，無担保債権者の氏名と住所，債務の性質と額，債務者の婚姻上の地位と扶養家族の描写，
債務者及び配偶者の雇用情報と月額収入，平均支出額とその詳細などだけでなく，過去3年間の総
収入と収入源，90日以内に合計で600ドル以上の弁済・支払いをしたあらゆる債務に関する債権者
の氏名と住所，弁済額と日付，債務残額，当事者となった過去1年以内の訴訟，行政手続の一覧表，
過去1年以内に法的請求権に基づいて差し押さえられた財産全て，過去1年以内に債権者が占有回
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出された情報は，破産に関する記録に対する一般公衆のアクセスの保障という社会のまっとうな需
要を反映して，開示制限命令がないかぎり，全て公的な記録として取り扱われており，非常に慎重
に取り扱わなければならない個人の財務情報というプライヴァシイの保護への配慮にかけていると
いうことができる．破産制度を円滑に運営するためには相当量の個人情報を裁判所や当事者，利害
関係者，さまざまな政府機関が利用できるようになっていなければならないだけでなく，破産制度
の濫用を防止し，制度利用者の責任を喚起するためにも，一定の個人情報へのアクセスが一般公衆
に保障されなければならないが，そのたあに憂慮されるのは，破産を申し立てた個人が手続き完了
後に「新しく出発し直す」可能性を阻害するような形で破産の申し立てに伴う情報が利用されるこ
とだけでなく，社会保障番号などを利用した「なりすまし」等，犯罪に利用される危険である．そ
こで報告書は，破産制度において個人のプライヴァシイを保護することに一層の配慮を求めつつも，
破産制度の濫用を防止し，一般公衆に対する責任を全うするために，社会保障番号，クレジット・
カード番号，生年月日，金融機関の口座番号など，プライヴァシイ侵害の危険をもたらす情報や
医療情報，個人的な支出慣習に関する情報，そして，破産手続の当事者ではない個人や組織の情報
を除いたうえで，裁判所に提出される情報に対して一般公衆のアクセスを認めるべきであると勧告
している．破産手続の当事者や関係者には，一般公衆にはアクセスの認められない，慎重に取り扱
われるべき情報へのアクセスが認あられるとしても，目的とは無関係な利用や情報提供を禁止する
ことや，政策決定や研究目的のたあの個人識別ができない形での情報提供を認めること，個人情報
についての公平な情報刊行を破産手続制度に統合することなどの提言もしている．
　この報告書は破産手続における個人情報の取り扱いについてであるが，訴訟ファイルー搬につい
ても同じ配慮が必要である．さらに，裁判所における訴訟ファイルを一般公衆のアクセスできるデ
ータベースとして保存するならば，慎重に取り扱うことが望ましいさまざまな個人情報39が，裁判
所へのアクセスを通じてだけでなく，インターネット上の検索工一ジェントを通じても収集され得
る．公的な記録であるからといって，個人の生活に関するプロファイルを作り上げることのできる
情報へのアクセスを誰に対しても無限定に認めることは，ターゲットとされた個人のプライヴァシ
復し，物的担保実行手続の結果債権者となった財産の一覧表，120日以内に債権者のために行った
財産譲渡の説明，過去1年以内に管財人や清算人の管理することになった財産全ての一覧，過去1
年以内に行った贈与と寄付，過去1年以内に火事，窃盗，その他の理由による損失の一覧，過去1
年以内になされた債務整理，破産申立てなどに関する支払いや財産譲渡の一覧，過去1年以内に通
常の取引の一部として移転したのではない財産移転の一覧，過去1年以内に債務者の名において保
有され，移転した全ての金融資産とその内容，種類，口座番号，権利移転の日付の一覧表，過去1
年以内に証券その他貴重品を保管するために利用した金庫や保管庫の一覧表，90日以内に債権者と
の間で相殺された債務の一覧表，債務者が占有，管理する債務者の所有にかからない財産一覧表，
過去2年以内の債務者の住所など，債務者の資金の流れを洗いざらい明らかにする情報を提出しな
ければならない．
39@　たとえば，人身事故に関する損害賠償訴訟においては，原告の身体に関する情報だけでな
く，精神状態に関する情報が精神医の鑑定書という形で提出されるかもしれない．
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イを脅かす自体をもたらすかもしれない．訴訟ファイルの中でも，より慎重に扱う情報については，
裁判所に対する透明性と責任の要請があるからといって，完全なアクセスを保障することは適切で
はない．財務省の報告書4°も指摘するように，裁判所（だけでなく，統治機構が所有する）記録の
取り扱いについて検討する時期が来ていることは確かである．
　これらの報告書にもかかわらず，合衆国裁判所事務局は，2001年7月から，裁判所電子記録への
一般公衆のアクセスPublic　Access　to　Court　Electronic　Records（PACER）という名称のアクセ
ス・サービスを開始している．PACERを利用すると，インターネットや電話のダイアル・アップで
接続することで，裁判所ごとに決められている規則や書式だけでなく，事件一覧表や訴訟当事者一
覧表，訴訟と関連する情報，裁判所に提出された文書の時系列に基づく一覧表とそのデジタル化さ
れたイメージ，現在の訴訟の状態や判決文など，具体的な訴訟に関するさまざまな情報にアクセス
することができ，そのデータを，直ちにプリント・アウトしたり，ダウンロードしたりすることが
できるようになった41．連邦の裁判所の大部分において，Case㎞nage皿ent／Electronic　Case　File
syste皿（CM／ECF）という，オンラインでの電子情報による書類提出システムが採用され，推進さ
れているので，PACERでデジタルでされた訴訟ファイルへのアクセスは（訴訟当事者や利害関係者
ではなくとも法律家であるかぎり）非常に容易になったように見える4243．多くの訴訟当事者が
自らの提出した情報に関して開示制限の申し立てをすることなど気が付かないことが多いという現
実からすると，社会保障番号，障害，少年犯罪記録や養子に関する記録などを，あるいは，家族関
係の訴訟を当事者と事件番号以外は，当事者からの申立てを待たずに自動的に開示制限の対象とす
るべきであるという見解には説得力がある．インターネットなどを利用した一般公衆のアクセスを
保障するより先に，アクセスに関するルールを設けるべきであるという意見もある44．CM／ECFの
40@　　　　SuP「a　note　37．
41@　これらのサービスを有償とすることにっいては，1792年以来，裁判所の文書を有償とする
ことが連邦議会により認められていたという点が指摘されており，その価格については，1853年に
1頁10セントという価格（今日の通貨価値からすれば2ドル近い）が連邦議会により設定されたこ
と，直接裁判所まで行ったならば閲覧は自由であっても，コピーは1頁50セントであるということ
を考慮した結果，24時間のアクセスが可能なインターネットの場合には1頁7セント，ダイアル・
アップの場合には60セントという価格が設定されたと説明されている．また，訴訟当事者はデジタ
ル化した訴訟ファイルの文書を1部，無償で受け取ることになっているが，追加の書類が有償であ
ることは現在と同様という．
42@　　　　SuPra　note　2．
4s@　PACERにっいては〈http：／／pacer。　psc．　uscourts．　gov＞，　CM／ECFにっいてはくhttp：／／www
．uscourts．　gov＞を参照．　Kate　Marquess，　Open　Court，87　ABA　J．54，57（April　2001）では，
CM／ECF　systemをPACERの後継システムと理解しているようであるが，これは合衆国裁判所事務
局の説明とは異なっている．
44@　ヴァモント州の裁判所は，デジタル化を推進する前に，紙による文書と同じ扱いをする場
合と異なる扱いをする場合とに分けた裁判所記録への一般公衆のアクセスに関するルールRules
for　Public　Access　to　Court　Recordsを2000年10月の開廷期に公表している．もっとも，同じ内容
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普及に関する合衆国裁判所事務局の熱意からすると，裁判所へはデジタル化した文書の提出しか認
められないという日はそれほど遠くはなさそうである45ので，同じ内容である場合に紙による文
書とデジタル化した文書へのアクセスや開示制限に関する取り扱いが異なるとしたら，そのこと自
体が問題であり，一般的な意味での公衆のアクセスに関するルールの再考が必要であると考えるべ
きなのかもしれない．
最後に
　日本の最高裁判所は，司法手続を迅速化し，裁判所をより使い勝手の良いものにするために「電
子裁判所」を計画しているという46．2003年度には裁判所での法律相談の受付予約や法廷の傍聴申
込，差押さえ手続きに関する書類の受付を，2004年度には民事裁判の訴状送達証明書の申請や交
付を予定しており，いずれは，行政電子化システムとも相互接続することで，裁判所の判決や命令
に基づく行政上の手続が裁判手続きと連動するようになることを想定しているようである．もっと
も，裁判所の判決ですら「公的な記録」として自由なアクセスと利用が認あられているわけではな
い日本においては，家事審判の結論が迅速に戸籍に記載され，反映されるなど，司法府と行政府と
を密接に連結するという「便宜」が強調されても，訴訟当事者や利害関係者の便宜を優先するよう
な形で訴訟の提起など広範にわたる裁判手続きがオンライン化され，あるいは，市民が裁判所を監
視し，法制度の品質，実直さ，尊敬を実質化するという理由で裁判所にある書類へのアクセスが一
般的に保障される可能性はあまりなさそうである．本来は「公的な記録」ではないかと思われる判
決のような裁判所の情報に対するアクセスが相変わらず非常に制限されているということ自体問題
であると意識されていないのかもしれない47．公的な記録や書類を閲覧し，複写するというコモ
ン・ロー上の権利に対応する権利は，裁判所が自覚的に認定しない限り，存在しないとしても，統
治機構の機能に関連する事柄についてのコミュiケーションの自由を保障するという表現の自由に
であるにもかかわらず媒体で区別し，紙による文書とデジタル化した文書の取り扱いには異なる場
合があるというスタンスそれ自体に対する批判は根強い．
45@　　 Supra　note4．
46@　　日本経済新聞2001年7月15日3頁．
47@　最高裁判所は，その判決全てではないが，　「最高裁判所民事判例集と最高裁判所刑事判例
集に掲載された判決」，　「最近の最高裁判決」と「最高裁の著名裁判」というカテゴリィの判決を，
2001年6月22目からインターネット上で公表している．　「最高裁の著名裁判」を除くと，提供され
る情報は当事者部分の表示が省略されており、また、判決文中において言及される固有名詞も「プ
ライバシーへの配慮から」削除されている．そして「最近の最高裁判決」において一旦提供されて
いた判決であっても，最高裁判所民事判例集と最高裁判所掲示判例集に掲載されると，言い換える
と，紙媒体による情報の入手が一般論として可能になると，一般公衆がインターネットからアクセ
スできるデータベースから判決文が削除されているようである．もちろん，現在でも，紙媒体の最
高裁判所判例集においては，当事者部分ははっきりと表示されている．
〈httP：／／courtdomino2．　courts．90．　jp／schanrei．nsf？OPenDatabase＞
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基づく主張や統治機構に透明性と説明責任を求あるという統治機構の責務は今日の日本においても
妥当性のある主張ではないかと思われる．が，一市民の視点からは公的な記録として不十分な情報し
か，提供されていない．プライヴァシイに対する配慮が統治機構に対する監視の必要性よりも重視
されるという価値選択を，監視される側の裁判所がすることは，裁判所がいかに信頼に値する機関
であるとしても，おかしいといわざるを得ない．デジタル化を機会に，一層その秘密主義が推進さ
れるという危険はないのだろうか．
　もっとも，判決が公的な記録であり，全ての要素が判決においては重要であるという認識の欠如
は裁判所だけでない．判例法国ではないので，判決における「事実」の意味の重みが違うのであろ
うというのが筆者の推測であるが，たとえば名誉殿損訴訟に関する訴訟の判決文において，原告が
「女優である」ことや「著名なプロ野球選手である」ことがはっきりと明示されているにもかかわ
らず，　「甲野花子こと乙川花子」や「丙山太郎」と表記する判例集48は，民事責任において，たと
え被害者が公的人物であるかどうかによって立証貴任が転換されないとしても，損害賠償が被害者
に生じた損害の填補を目的とするならば，その賠償額を認定するにあたり，被害者が誰であるのか
の特定は被害者にどのような損害が生じたのかを評価し，さらに，その損害評価が妥当であったか
を判断するのに必要不可欠であるという認識に欠けているのではないだろうか．そして，原告にな
るという行動をとることで自ら騒動の中に飛び込んでいったという見方からすると，訴訟当事者の
中でも原告には匿名を期待することは論理的にむずかしいという主張にもそれなりの説得力があ
る49．一歩譲って，訴訟を開始するまでは「市井の人」であって，その名前が知られていない場合
には「甲野花子」であっても，　「乙川花子」であっても，判決の妥当性評価においてそれほどの違
いをもたらさないので，明らかに仮名で掲載してあったとしても理解できるという場合でも，訴訟
結果についての新聞報道が実名で言及している「女優」の場合や「著名なプロ野球選手」の場合に
は，その不自然さだけが目立つ．　「公的な記録」は正確に再現される限りにおいて，その部分に限
り，再現をした者の法的責任を問うべきでないというルールさえ，存在していないのであるから，
これは過度の要求であるという主張もあるかもしれない．しかし，それは「公的な記録」の重要性，
そして，市民が統治機構を監視することの重要性が社会全体において十分に認識されていないこと
の反映であろう．
48
49
判例タイムズ1055号24頁及び29頁．
ちなみに，判例タイムズは，訴訟に引っ張り出された被告にっいては仮名を用いていない．
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